
市町村財政比較分析表(平成21年度普通会計決算)
新潟県新発田市
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人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額[121,030円]
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給与水準 （国との比較）
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定員管理の状況

人口千人当たり職員数 [7.82人]
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公債費負担の状況

実質公債費比率 [11.8%]
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将来負担の状況

将来負担比率 [59.1%]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし 人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

※グラフ内数値は

1月31日現在のもの

※グラフ内数値は

1月31日現在のもの
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財政構造の弾力性

人件費・物件費等の

状況

給与水準

（国との比較）

定員管理の状況

公債費負担の状況

将来負担の状況

類似団体平均

新発田市
※類似団体平均を100とした

ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体

を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない

団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※類似団体内平均値は、充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体を含めた加重平均であるため、最小値を下回ることがある。
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分析欄

【財政力】

財政力指数は、市の行財政を運営していく上で必要とする標準的経費のうち、どれ

くらいを、市税等の一般財源で賄うことができるかを示す指標。類似団体平均より、０．

１６ポイント低い。市税の増減による影響を受ける指標であり、人口増加や企業誘致

による市税の増収策を推進する必要がある。

【財政構造の弾力性】

経常収支比率は、経常的に収入する一般財源（市税、地方交付税など）のうち、経

常的な歳出（人件費、施設維持管理費など）に充てる比率。この数値が高いと、投資

的事業（学校建設や道路整備）に使える財源が少なくなり、財政の弾力性がなくなる。

類似団体平均より、０．５ポイント低いが（良好）、前年度より２．０ポイント高くなった。

（詳細は歳出比較分析表分析欄参照）

【人件費・物件費等の状況】

人口１人当たりの人件費・物件費等決算額は、類似団体平均より、８．１％高い。ほ

とんどが経常的な経費であるため、この額が過度に高いと、財政の弾力性の悪化に

つながる可能性がある。改善のため、定員管理や給与の適正化をはじめ、費用対効

果を勘案した経費の節減に努める。

【給与水準（国との比較）】

ラスパイレス指数は、国の給与水準を１００とした時の、当市の位置づけを示す指

標。類似団体平均より０．４ポイント低く、ほぼ平均的な給与水準である。

【定員管理の状況】

人口１，０００人当たりの職員数は７．８２人であり、類似団体平均より０．５５人多い

が、前年度に比べて、０．０８人減少した。さらなる定員管理の適正化に努める。

【公債費負担の状況】

実質公債費比率は、標準的な一般財源（市税、地方交付税等）のうち、地方債の元

利償還金等（公営企業、一部事務組合も含む）に支出する額の割合。この数値が低

いほど、財政構造に弾力性があり、良好な状況。類似団体平均に比べ、１．９ポイント

低い（良好）が、財政力（市税等の収入額）にみあわない市債の借入れを続けると、

数値は悪化するため、この数値を見据えながらの起債に努める。

【将来負担の状況】

将来負担比率は、市債の償還や退職手当の支払いなど、一般会計等が将来負担

しなければならない実質的な負債が、１年間に収入する市税や交付税等の一般財源

に占める割合であり、この数値が高いほど将来の財政を圧迫する可能性があるとい

える。類似団体平均より４４．０ポイント低い。

これは、今後見込まれる市債償還額のうち交付税として交付される率が高いことが

大きな要因となっている。


